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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性エネルギー線重合性モノマーと、顔料と、該顔料を分散させる分散剤と、該分散剤
とは異なる非反応性樹脂と、を含有するインクジェット用インクとして用いられる活性エ
ネルギー線硬化型インク組成物であって、
　前記非反応性樹脂がセルロース系樹脂であり、
　前記非反応性樹脂の含有量が前記活性エネルギー線硬化型インク組成物の全量中０．１
質量％以上５質量％以下であり、
　ＪＩＳ　Ｋ　００７０：１９９２に基づいて測定された前記非反応性樹脂の酸価が３．
０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、
　活性エネルギー線硬化型インク組成物を６０℃２８日放置し、保管試験前の前記活性エ
ネルギー線硬化型インク組成物の４０℃における粘度Ｖａ（単位はｍＰａ・ｓ）と保管試
験後の前記活性エネルギー線硬化型インク組成物の４０℃における粘度Ｖｂ（単位はｍＰ
ａ・ｓ）の比である（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×１００（単位は％）が－１０％超１０％未満
である、
　活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【請求項２】
　前記活性エネルギー線重合性モノマーは水酸基を含まない
　請求項１に記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【請求項３】
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　前記非反応性樹脂の数平均分子量が１０万以下である、請求項１又は２に記載の活性エ
ネルギー線硬化型インク組成物。
【請求項４】
　前記活性エネルギー線重合性モノマーの少なくとも１種は（メタ）アクリル酸エステル
である、請求項１から３のいずれか記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【請求項５】
　ＪＩＳ　Ｋ　００７０：１９９２に基づいて測定された前記活性エネルギー線重合性モ
ノマーの酸価が、１．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である、請求項１から４のいずれかに記載の
活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【請求項６】
　基材上に、請求項１から５のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物の
硬化膜であるインク硬化膜層が形成された積層体。
【請求項７】
　請求項１から５のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物を使用して基
材上に画像及び／又は凹凸像を形成する像形成方法。
【請求項８】
　請求項１から５のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物を使用して基
材上に画像及び／又は凹凸像を形成する印刷物の製造方法。
【請求項９】
　前記活性エネルギー線重合性モノマーは、単官能（メタ）アクリル酸エステル、及び／
又は二官能（メタ）アクリル酸エステルである、請求項１から５のいずれかに記載の活性
エネルギー線硬化型インク組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット用インクとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組
成物、このインク組成物を印刷した積層体、このインク組成物を使用して基材上に画像及
び／又は凹凸像を形成する像形成方法、及びこのインク組成物を使用する印刷物の製造方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、紫外線、電子線その他の活性エネルギー線によって硬化する活性エネルギー
線硬化型インク組成物の開発が進められている。活性エネルギー線硬化型インク組成物は
速乾性があるため、プラスチック、ガラス、コート紙等、インクを吸収しない又は殆ど吸
収しない基材に印字する場合であっても、インクの滲みを防止できる。活性エネルギー線
硬化型インク組成物は、活性エネルギー線重合性モノマー、色材その他の添加剤等から構
成されている。
【０００３】
　又、活性エネルギー線を用いたインクジェット印刷方式が活発に研究されている。この
方式は、液状のインクを紙、プラスチックなどに塗布したのち、例えば紫外線を照射する
ことにより、硬化・架橋させる方式であり、従来の熱で乾燥させるインクジェット印刷方
式とは異なり、速乾性があり、無溶剤で、インクを吸収しない媒体への印刷が可能である
などの利点がある。又、インクジェット方式は、印刷時に版を必要とせず、必要とされる
画像部のみにインクを吐出し、被記録媒体上に直接画像形成を行うため、インクを効率良
く使用でき、活性エネルギー線を用いたインクジェット印刷方式は注目されている。
【０００４】
　例えば、特許文献１では、活性エネルギー線硬化型インク組成物に所定の重合禁止剤を
含有した活性エネルギー線硬化型インクジェットインク組成物が開示されている。
【０００５】
　特許文献１の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、無酸素雰囲気下、及び酸素存在
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下のいずれの場合においても低粘度であり、且つ、硬化性に優れた、活性エネルギー線硬
化型インク組成物である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－１５９７１６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　インクジェット用インクとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物であっ
ても、単にその粘度が低い程好ましいというものではない。インクジェット用印刷装置や
インクジェット用印刷装置におけるノズルの仕様等によって、最適な活性エネルギー線硬
化型インク組成物の粘度は異なる。そのため、活性エネルギー線硬化型インク組成物の粘
度は、印刷装置やその装置の仕様（例えば、印刷装置のノズル等）に応じて最適となるよ
うに厳密に調整される。
【０００８】
　一方、活性エネルギー線硬化型インク組成物の初期状態では所望となるような粘度の活
性エネルギー線硬化型インク組成物であっても、活性エネルギー線硬化型インク組成物の
粘度が経時的に変化する場合がある。例えば、活性エネルギー線硬化型インク組成物の保
管時又は流路内やインクジェットヘッド内において、活性エネルギー線硬化型インク組成
物の粘度が変化し、印刷装置が求める最適な粘度とはならなくなる場合があった。
【０００９】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであって、その目的とするところは、活性エ
ネルギー線硬化型インク組成物において、粘度の調整が容易な活性エネルギー線硬化型イ
ンク組成物であって、且つ、粘度の経時的な変化が少ない活性エネルギー線硬化型インク
組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記課題を解決するために、鋭意研究を重ねたところ、所定の酸価をも
つ非反応性樹脂を含有する活性エネルギー線硬化型インク組成物であれば、上記課題を解
決できることを見出し、本発明を完成するに至った。具体的には、本発明では、以下のよ
うなものを提供する。
【００１１】
　（１）　活性エネルギー線重合性モノマーと、非反応性樹脂と、を含有するインクジェ
ット用インクとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物であって、ＪＩＳ　
Ｋ　００７０：１９９２に基づいて測定された前記非反応性樹脂の酸価が３．０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ以下である、活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【００１２】
　（２）　前記非反応性樹脂の含有量が前記活性エネルギー線硬化型インク組成物の全量
中０．１質量％以上５質量％以下である、（１）に記載の活性エネルギー線硬化型インク
組成物。
【００１３】
　（３）　前記非反応性樹脂の数平均分子量が１０万以下である、（１）又は（２）に記
載の活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【００１４】
　（４）　前記非反応性樹脂がセルロース系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、及びポリオ
ール系樹脂からなる群より選択される少なくとも１種の樹脂である、（１）から（３）の
いずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【００１５】
　（５）　前記活性エネルギー線重合性モノマーの少なくとも１種は（メタ）アクリル酸
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エステルである、（１）から（４）のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組
成物。
【００１６】
　（６）　ＪＩＳ　Ｋ　００７０：１９９２に基づいて測定された前記活性エネルギー線
重合性モノマーの酸価が、１．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である、（１）から（５）のいずれ
かに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物。
【００１７】
　（７）　（１）から（６）のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物を
６０℃２８日放置し、保管試験前の前記活性エネルギー線硬化型インク組成物の４０℃に
おける粘度Ｖａ（単位はｍＰａ・ｓ）と保管試験後の前記活性エネルギー線硬化型インク
組成物の４０℃における粘度Ｖｂ（単位はｍＰａ・ｓ）の比である（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ
×１００（単位は％）が－１０％超１０％未満である、活性エネルギー線硬化型インク組
成物。
【００１８】
　（８）　基材上に、（１）から（７）のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型イン
ク組成物の硬化膜であるインク硬化膜層が形成された積層体。
【００１９】
　（９）　（１）から（７）のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物を
使用して基材上に画像及び／又は凹凸像を形成する像形成方法。
【００２０】
　（１０）　（１）から（７）のいずれかに記載の活性エネルギー線硬化型インク組成物
を使用して基材上に画像及び／又は凹凸像を形成する印刷物の製造方法。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、粘度の調整が容易な活性エネルギー
線硬化型インク組成物であって、且つ、粘度の経時的な変化が少ない活性エネルギー線硬
化型インク組成物である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の具体的な実施形態について、詳細に説明するが、本発明は、以下の実施
形態に何ら限定されるものではなく、本発明の目的範囲内において、適宜変更を加えて実
施することができる。
【００２３】
　＜活性エネルギー線硬化型インク組成物＞
　本発明の一実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、活性エネルギー線重合
性モノマーと、非反応性樹脂と、を含有するインクジェット用インクとして用いられる活
性エネルギー線硬化型インク組成物である。以下、非反応性樹脂、活性エネルギー線重合
性モノマー、及び本発明の活性エネルギー線硬化型インク組成物に含まれていてもよい各
成分について各々説明する。
【００２４】
　［非反応性樹脂］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物には、非反応性樹脂を含有する。こ
こで、本明細書において、非反応性樹脂とは、活性エネルギー線重合性モノマー又は他成
分の活性基とラジカル反応が可能な官能基を有していない樹脂を意味する。
【００２５】
　又、本実施形態に関するＪＩＳ　Ｋ　００７０：１９９２に基づいて測定された非反応
性樹脂の酸価は、３．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である。酸価が３．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の
非反応性樹脂を活性エネルギー線硬化型インク組成物に含有することにより、活性エネル
ギー線硬化型インク組成物の粘度が経時的に変化することを抑制することができる。尚、
本実施形態に関する非反応性樹脂の酸価は、２．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ま
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しく、２．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましい。
【００２６】
　インクジェット用インクとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物であっ
ても、単にその粘度が低い程好ましいというものではない。活性エネルギー線硬化型イン
ク組成物の粘度は、印刷装置やその装置の仕様に応じて最適となるように厳密に調整され
る。
【００２７】
　近年のインクジェット用インクとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物
の粘度は、印刷装置やその装置の仕様に応じて最適となるように粘度の調整が容易であっ
て、且つ、粘度の経時的な変化が少ない活性エネルギー線硬化型インク組成物であること
が求められる。
【００２８】
　活性エネルギー線硬化型インク組成物の粘度を調整する方法として、樹脂を添加する方
法を挙げることができる。しかしながら、本発明者らの知見によれば、活性エネルギー線
重合性モノマー又は他成分の活性基とラジカル反応が可能な官能基を有していない非反応
性樹脂であった場合であっても、活性エネルギー線硬化型インク組成物の粘度が経時的に
変化する場合があった。
【００２９】
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、所定値の酸価をもつ非反応性樹
脂を含有されることにより、（１）粘度の調整が容易な活性エネルギー線硬化型インク組
成物であって、（２）粘度の経時的な変化が少ない活性エネルギー線硬化型インク組成物
、との２つの効果を同時に満たすことのできる活性エネルギー線硬化型インク組成物であ
る。
【００３０】
　酸価が３．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の非反応性樹脂を用いることにより活性エネルギー線
硬化型インク組成物の粘度の経時的な変化が少なくなる理由は必ずしも明らかではない。
しかしながら、酸価の高い樹脂が含有されている場合には、活性エネルギー線硬化型イン
ク組成物の保管中に、酸価の高い樹脂の一部で架橋反応が進行し、分子量が増加し、活性
エネルギー線硬化型インク組成物の粘度が増加するものと考えられる。
【００３１】
　樹脂を含有することにより、エネルギー線硬化型インク組成物の粘度を調整する思想は
従来にもあったが、本発明者らは、その樹脂の酸価に着目し、その樹脂の酸価を調整した
活性エネルギー線硬化型インク組成物は、従来にはない新規の活性エネルギー線硬化型イ
ンク組成物である。
【００３２】
　活性エネルギー線硬化型インク組成物の４０℃における好ましい粘度は、インクジェッ
ト用印刷装置やノズルの仕様等によって異なるが、インクジェット用印刷装置における吐
出安定性等の観点から、２０ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましく、１５ｍＰａ・ｓ以下
であることがより好ましい。又、活性エネルギー線硬化型インク組成物の好ましい粘度は
、５ｍＰａ・ｓ以上であることが好ましく、７ｍＰａ・ｓ以上であることがより好ましい
。尚、粘度は、例えば、ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ　１２０５８－１に基づいて、落球粘度計
によって測定することができる。
【００３３】
　又、粘度の経時的な変化が少ない活性エネルギー線硬化型インク組成物とは、例えば、
以下の指標により評価することができる。その指標とは、まず、保管試験前における活性
エネルギー線硬化型インク組成物の４０℃における粘度Ｖａ（単位はｍＰａ・ｓ）を測定
する。そして、その活性エネルギー線硬化型インク組成物について、外部からの光を遮断
可能な褐色等のガラス瓶に入れ密閉する。そして、ガラス瓶に密閉した活性エネルギー線
硬化型インク組成物について６０℃２８日間保管試験を行う。保管試験後における活性エ
ネルギー線硬化型インク組成物の４０℃における粘度Ｖｂ（単位はｍＰａ・ｓ）を求める
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。そして、その比である（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×１００（単位は％）を計算し、この数字
が０％に近いほど粘度が経時的な変化が少ない活性エネルギー線硬化型インク組成物であ
るといえる。
【００３４】
　（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×１００の値は、具体的には、－１０％超１０％未満であること
が好ましく、－８％超８％未満であることがより好ましく、－５％超５％未満であること
が更に好ましく、－２％超２％未満であることがなおいっそう好ましい。
【００３５】
　本実施形態に関する非反応性樹脂は、活性エネルギー線重合性モノマー又は他成分の活
性基とラジカル反応が可能な官能基を有していない樹脂であれば特に限定されるものでは
ない。活性エネルギー線重合性モノマー又は他成分の活性基とラジカル反応が可能な官能
基とは、例えば、エチレン性不飽和二重結合を有する官能基を挙げることができる。本実
施形態に関する非反応性樹脂としては、例えば、セルロースアセテートアルキレート樹脂
、セルロースアセテート樹脂、ポリオール樹脂、（メタ）アクリル樹脂、エポキシ樹脂、
ケトン樹脂、ニトロセルロース樹脂、フェノキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ビニル樹脂、
ビニルエステル樹脂、オキセタン樹脂、アリル樹脂、フェノール樹脂、キシレン樹脂、フ
ラン樹脂、ケイ素樹脂、ジシクロペンタジエン樹脂、エピスルフィド樹脂、エン－チオー
ル樹脂、ポリアゾメチン樹脂、アミノ樹脂、シアネート樹脂、イソシアネート樹脂、ポリ
イミド樹脂等を挙げることができる。
【００３６】
　セルロースアセテートアルキレート樹脂としては、例えば、セルロースアセテートブチ
レート樹脂（例えば、イーストマン　ケミカル　ジャパン社製、商品名「ＣＡＢ５５１－
０．０１」）、セルロースアセテートプロピオネート樹脂、セルロースアセテートプロピ
オネートブチレート樹脂等を挙げることができる。
【００３７】
　ポリオール樹脂としては、例えば、ＴＥＧＯ（登録商標）ＶＡＲＩＰＬＵＳ　ＳＫ：エ
ボニックデグサジャパン（株）の、ケトン－ホルムアルデヒド縮合体である水素添加物を
挙げることができる。
【００３８】
　アクリル樹脂としては、反応性の官能基を有しないアクリル重合体であり、例えば、Ｄ
ｅｇａｌａｎ６６／０２Ｎ（ＥＶＯＮＩＫ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ社製の、アクリル重合
体を挙げることができる。
【００３９】
　上記のセルロースアセテートアルキレート樹脂、セルロースアセテート樹脂、ポリオー
ル樹脂、（メタ）アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ケトン樹脂、ニトロセルロース樹脂、フ
ェノキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ビニル樹脂、ビニルエステル樹脂、オキセタン樹脂、
アリル樹脂、フェノール樹脂、キシレン樹脂、フラン樹脂、ケイ素樹脂、ジシクロペンタ
ジエン樹脂、エピスルフィド樹脂、エン－チオール樹脂、ポリアゾメチン樹脂、アミノ樹
脂、シアネート樹脂、イソシアネート樹脂、ポリイミド樹脂等の樹脂を非反応性樹脂とし
て活性エネルギー線硬化型インク組成物に含有される場合、上記のセルロースアセテート
アルキレート樹脂、セルロースアセテート樹脂、ポリオール樹脂、アクリル樹脂（メタ）
アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ケトン樹脂、ニトロセルロース樹脂、フェノキシ樹脂、ポ
リエステル樹脂、ビニル樹脂、ビニルエステル樹脂、オキセタン樹脂、アリル樹脂、フェ
ノール樹脂、キシレン樹脂、フラン樹脂、ケイ素樹脂、ジシクロペンタジエン樹脂、エピ
スルフィド樹脂、エン－チオール樹脂、ポリアゾメチン樹脂、アミノ樹脂、シアネート樹
脂、イソシアネート樹脂、ポリイミド樹脂等の樹脂の含有量は、非反応性樹脂全量中９０
質量％以上であることが好ましく、９５質量％以上であることがより好ましく、９９質量
％以上であることが更に好ましい。
【００４０】
　本実施形態に関する非反応性樹脂の含有量は、特に制限されるものではない。非反応性
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樹脂における含有量は、非反応性樹脂の数平均分子量にもよるが、インクジェット用イン
クとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物の粘度を好ましい範囲に上昇さ
せることができるという観点から、活性エネルギー線硬化型インク組成物の全量中０．１
質量％以上であることが好ましく、０．２質量％以上であることがより好ましい。非反応
性樹脂における含有量は、非反応性樹脂の平均分子量にもよるが、インクジェット用イン
クとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物の粘度を好ましい範囲に抑制さ
せることができるという観点から、活性エネルギー線硬化型インク組成物の全量中５質量
％以下であることが好ましく、３質量％以下であることがより好ましい。
【００４１】
　本実施形態に関する非反応性樹脂の数平均分子量は、特に制限されるものではないが、
インクジェット用インクとして用いられる活性エネルギー線硬化型インク組成物の粘度を
好ましい範囲にすることができるという観点から、１０万以下であることが好ましく、７
万以下であることがより好ましく、３万以下であることが更に好ましい。非反応性樹脂の
平均分子量を１０万以下とすることにより、非反応性樹脂の含有量に対する活性エネルギ
ー線硬化型インク組成物における粘度の上昇量を抑制することができる。そのため、活性
エネルギー線硬化型インク組成物における粘度の調整が容易となり、印刷装置やその装置
の仕様に応じて最適となるように厳密に粘度を調整することが容易となる。本実施形態に
関する非反応性樹脂の数平均分子量において、数平均分子量は、５００以上であることが
好ましく、１０００以上であることがより好ましく、５０００以上であることが更に好ま
しい。
【００４２】
　［活性エネルギー線重合性モノマー］
　本実施形態に関する活性エネルギー線重合性モノマーは、活性エネルギー線の作用によ
って重合可能なものであり、且つ先述した非反応性樹脂を溶解又は分散することのできる
ものであれば特に限定されない。エチレン性不飽和二重結合が化合物中に１個有する単官
能モノマーであってもよいし、エチレン性不飽和二重結合が化合物中に２個以上する多官
能モノマーであってもよい。なお、本発明における「活性エネルギー線重合性モノマー」
のモノマーとは、その分子量によってはオリゴマーとも称される化合物をも含む概念であ
る。
【００４３】
　活性エネルギー線重合性モノマーを有する化合物におけるエチレン性不飽和二重結合の
構造は、特に限定されない。例えば、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、アリル基等が
挙げられる。中でも、エチレン性不飽和二重結合が（メタ）アクリロイル基であることが
、インクにおける硬化性の点から好ましい。尚、本明細書において、「（メタ）アクリロ
イル基」は、アクリロイル基とメタクリロイル基との両方を意味する。
【００４４】
　本発明においては、活性エネルギー線重合性モノマーとしては、中でも、低粘度であっ
て、得られるインクの硬化性に優れ、且つ、硬化時の収縮が小さい点から、（メタ）アク
リレート基を化合物中に１個のみ有する単官能（メタ）アクリル酸エステル、又は（メタ
）アクリレート基を化合物中に２個有する二官能（メタ）アクリル酸エステルであること
が好ましい。単官能（メタ）アクリレートは、低粘度で、且つ、硬化収縮が小さいため柔
軟性を要する用途に特に適している。又、二官能（メタ）アクリレートは、低粘度で、且
つ、硬化時に架橋密度が高くなるため、耐性を要する用途に特に適している。尚、本明細
書において、「（メタ）アクリレート」は、アクリレートとメタクリレートとの両方を意
味する。
【００４５】
　単官能（メタ）アクリレートは特に限定されない。例えば、メチル（メタ）アクリレー
ト、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（
メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリ
レート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ
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－ペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキ
シル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）ア
クリレート、（２―メチル－２－エチル－１，３－ジオキソラン－４－イル）メチルアク
リレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレ
ート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、フェノキシエチ
ル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、３，３，５－トリメチ
ルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルシクロへキシル（メタ）アク
リレート、ノルボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレー
ト、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、１
－アダマンチル（メタ）アクリレート、アリル（メタ）アクリレート、２，２’－オキシ
ビス（メチレン）ビス－２－プロペノエート、エチルカルビトール（メタ）アクリレート
、グリシジル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシルエチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレー
ト、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ
）アクリレート、メトキシエチル（メタ）アクリレート、環状トリメチロールプロパンホ
ルマール（メタ）アクリレート、２－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、アク
リロイルモルフォリン、Ｎ－アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフタルイミド、ステ
アリル（メタ）アクリレート、イソステアリル（メタ）アクリレート、トリデシル（メタ
）アクリレート、２，２，２－とリフルオロエチル（メタ）アクリレート、２，２，３，
３－テトラフルオロプロピル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，５Ｈ－オクタフルオロ
ペンチル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－トリデカフルオロオクチル（
メタ）アクリレート等が挙げられる。尚、これらの単官能（メタ）アクリレートを活性エ
ネルギー線重合性モノマーとして含有する場合、これらの単官能（メタ）アクリレートの
含有量は、単官能モノマー全量中９０質量％以上であることが好ましく、９５質量％以上
であることがより好ましく、９９質量％以上であることが更に好ましい。
【００４６】
　中でも、硬化収縮が小さく、硬化膜との密着性が良好な点から、ベンジル（メタ）アク
リレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリコール
（メタ）アクリレート等の芳香族炭化水素単官能（メタ）アクリレート、及び、イソボル
ニル（メタ）アクリレート、シクロへキシル（メタ）アクリレート、３，３，５－トリメ
チルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルシクロへキシル（メタ）ア
クリレート、ノルボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレ
ート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート等の脂環式炭化水素単官能（メタ）アク
リレート、及び、（２―メチル－２－エチル－１，３－ジオキソラン－４－イル）メチル
アクリレート、環状トリメチロールプロパンホルマール（メタ）アクリレート等の複素環
化合物が好ましい。
【００４７】
　二官能（メタ）アクリレートは特に限定されない。例えば、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキ
サンジオールジ（メタ）アクリレート、長鎖脂肪族ジ（メタ）アクリレート、１，４－ブ
タンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ
）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート
、ステアリン酸変性ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、グリセロールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テト
ラメチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ブチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、プロポキシ化ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニ
ルジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロ
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ピレンジ（メタ）アクリレート、トリグリセロールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチ
ルグリコール変性トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート、アリル化シクロヘキ
シルジ（メタ）アクリレート、メトキシ化シクロヘキシルジ（メタ）アクリレート、アク
リル化イソシアヌレート、ビス（アクリロキシネオペンチルグリコール）アジペート、ビ
スフェノールＡジ（メタ）アクリレート、テトラブロモビスフェノールＡジ（メタ）アク
リレート、ビスフェノールＳジ（メタ）アクリレート、ブタンジオールジ（メタ）アクリ
レート、フタル酸ジ（メタ）アクリレート、リン酸ジ（メタ）アクリレート、亜鉛ジ（メ
タ）アクリレート等が挙げられる。尚、これらの二官能（メタ）アクリレートを活性エネ
ルギー線重合性モノマーとして含有する場合、これらの二官能（メタ）アクリレートの含
有量は、多官能モノマー全量中９０質量％以上であることが好ましく、９５質量％以上で
あることがより好ましく、９９質量％以上であることが更に好ましい。
【００４８】
　尚、上述したこれらの単官能（メタ）アクリレート及びこれらの二官能（メタ）アクリ
レートを活性エネルギー線重合性モノマーとして含有する場合、これらの（メタ）アクリ
レートの含有量は、活性エネルギー線重合性モノマー全量中９０質量％以上であることが
好ましく、９５質量％以上であることがより好ましく、９９質量％以上であることが更に
好ましい。
【００４９】
　二官能（メタ）アクリレートとしては、低粘度且つ架橋密度が高くなる点から、中でも
、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ
）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジ
オールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、及
びプロポキシ化ネオペンチルグリコールジアクリレートからなる群から選択される１種以
上であることが好ましい。
【００５０】
　又、単官能（メタ）アクリレートと、二官能（メタ）アクリレートを適宜組み合わせて
用いることもできる。単官能（メタ）アクリレートと、二官能（メタ）アクリレートを組
み合わせて用いる場合の含有比率は、用途に応じて適宜調整すれば良く、特に限定されな
い。中でも、硬化膜の密着性と膜強度を両立させる点から、単官能（メタ）アクリレート
全量に対して、二官能（メタ）アクリレートが６０質量％以下であることが好ましく、５
０質量％以下であることがより好ましい。
【００５１】
　アクリロイル基以外では、ビニル基が好ましく用いられ、単官能ビニルモノマーとして
はＮ－ビニルカプロラクタム、（メタ）アクリル酸２－（２－ビニロキシエトキシ）エチ
ル等が挙げられ、特に、Ｎ－ビニルカプロラクタムが低粘度且つ密着性良好であるためよ
り好ましい。二官能ビニルモノマーとしては、トリエチレングリコールジビニルエーテル
が低粘度且つ粘度を低下させる能力に長けているためより好ましい。
【００５２】
　本実施形態に関する活性エネルギー線重合性モノマーは、１種単独で、又は２種以上組
み合わせて用いることができる。本実施形態のインクジェットインク組成物においては、
無溶剤型、すなわち有機溶剤を含まないことが好ましいため、通常、当該エチレン性不飽
和結合を有する化合物が溶媒又は分散媒の代わりとなる。そのため、硬化性や、硬化後に
おける膜物性の他に、溶媒又は分散媒となり得、且つ、インクジェット適性を有する観点
から、適宜選択して組み合わせることが好ましい。
【００５３】
　又、本実施形態に関する活性エネルギー線重合性モノマーにおける１ｇ当たりの不飽和
二重結合当量（以下、単に不飽和二重結合当量（ｇ／ｅｑ）とする）は、特に限定されな
いが、硬化収縮が小さく、且つ、架橋密度が高くなる点から、５０ｇ／ｅｑ以上３００ｇ
／ｅｑ以下であることが好ましく、１００ｇ／ｅｑ以上２５０ｇ／ｅｑ以下であることが
より好ましい。
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【００５４】
　溶媒又は分散媒となり得る活性エネルギー線重合性モノマーとしては、室温（２５℃）
で液状であるものの中から適宜選択すれば良く、例えば、分子量が１５０以上４００以下
のものが好適に用いられる。
【００５５】
　又、溶媒又は分散媒となり得る活性エネルギー線重合性モノマーは、中でも、インクジ
ェットインク組成物のゲル化を防ぐ観点から、水酸基やカルボキシ基を含まないものが好
ましい。
【００５６】
　又、本実施形態に関する活性エネルギー線重合性モノマーにおける粘度安定性の点から
、ＪＩＳ　Ｋ　００７０：１９９２に基づいて測定された活性エネルギー線重合性モノマ
ーの酸価は、１．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましく、０．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以
下であることがより好ましい。
【００５７】
　溶媒又は分散媒となり得る活性エネルギー線重合性モノマーとして、好ましいものの具
体例としては、例えば、フェノキシエチルアクリレート、イソボルニルアクリレート、ｔ
－ブチルシクロヘキシルアクリレート、エチルカルビトールアクリレート、ジプロピレン
グリコールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、１，９－ノナン
ジオールジアクリレート、プロポキシ化ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリエ
チレングリコールジビニルエーテル等が挙げられる。
【００５８】
　本実施形態に関する活性エネルギー線重合性モノマーの含有量は、特に限定されない。
硬化膜における硬化性の点から、本実施形態のインクジェットインク組成物全体における
活性エネルギー線重合性モノマーにおける含有量は、３０質量％以上であることが好まし
く、４５質量％以上であることがより好ましく、６０質量％以上であることが特に好まし
い。活性エネルギー線重合性モノマーにおける粘度安定性の点から、本実施形態のインク
ジェットインク組成物全体における活性エネルギー線重合性モノマーの含有量は、９５質
量％以下であることがより好ましく、９０質量％以下であることがより好ましい。
【００５９】
　［活性エネルギー線重合開始剤］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、必要に応じて活性エネルギー線
重合開始剤（以下、単に重合開始剤と表記することがある。）を含有しても良い。活性エ
ネルギー線は、ラジカル、カチオン、アニオン等の重合反応を契機し得るエネルギー線で
あれば、遠紫外線、紫外線、近紫外線、赤外線等の光線、Ｘ線、γ線等の電磁波や、電子
線、プロトン線、中性子線等のいずれであっても良いが、硬化速度、照射装置の入手容易
さ、価格等の観点において、紫外線照射による硬化が好ましい。重合開始剤としては、活
性エネルギー線の照射により活性エネルギー線硬化型インク組成物中の活性エネルギー線
重合性モノマーの重合反応を促進するものであれば特に限定されず、従来公知の重合開始
剤を用いることができる。重合開始剤の具体例として、例えば、チオキサントン等を含む
芳香族ケトン類、α－アミノアルキルフェノン類、α－ヒドロキシケトン類、アシルフォ
スフィンオキサイド類、芳香族オニウム塩類、有機過酸化物、チオ化合物、ヘキサアリー
ルビイミダゾール化合物、ケトオキシムエステル化合物、ボレート化合物、アジニウム化
合物、メタロセン化合物、活性エステル化合物、炭素ハロゲン結合を有する化合物、及び
アルキルアミン化合物等が挙げられる。
【００６０】
　本実施形態に関する重合開始剤の量は、活性エネルギー線重合性モノマーの重合反応を
適切に開始できる量であれば良く、活性エネルギー線硬化型インク組成物全体に対して１
．０質量％以上であることが好ましく、３．０質量％以上であることがより好ましい。又
、活性エネルギー線硬化型インク組成物全体に対して２０．０質量％以下であることが好
ましい。なお、本発明においては、重合開始剤は必ずしも必須でなく、例えば活性エネル
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ギー線として電子線を用いる場合には重合開始剤は用いなくてもよい。
【００６１】
［重合禁止剤］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、必要に応じて重合禁止剤を含有
してもよい。重合禁止剤は、特許文献１に記載のフェノチアジン類重合禁止剤及びニトロ
ソアミン類重合禁止剤を用いることが好ましい。重合禁止剤としてフェノチアジン類重合
禁止剤及びニトロソアミン類重合禁止剤を組み合わせて用いることにより、無酸素雰囲気
下、及び酸素存在下のいずれの場合においても長期間安定で、且つ、硬化性に優れた、活
性エネルギー線硬化型インクジェットインク組成物が得られる。
【００６２】
　［色材］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、必要に応じて色材を含有しても
良い。色材を含有することで、硬化膜を加飾用の硬化膜として好ましく用いることができ
る。色材は、従来の油性インク組成物に通常用いられている無機顔料又は有機顔料であれ
ばどのようなものであっても良く、例えば、カーボンブラック、カドミウムレッド、モリ
ブデンレッド、クロムイエロー、カドミウムイエロー、チタンイエロー、酸化チタン、酸
化クロム、ビリジアン、チタンコバルトグリーン、ウルトラマリンブルー、プルシアンブ
ルー、コバルトブルー、ジケトピロロピロール、アンスラキノン、ベンズイミダゾロン、
アンスラピリミジン、アゾ系顔料、フタロシアニン系顔料、キナクリドン系顔料、イソイ
ンドリノン系顔料、ジオキサジン系顔料、スレン系顔料、ペリレン系顔料、ペリノン系顔
料、チオインジゴ系顔料、キノフタロン系顔料、金属錯体顔料、アルミペースト、シリカ
、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、クレー、沈降性硫酸バリウム、パール顔料等が挙
げられる。
【００６３】
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物において顔料の好ましい分散粒径は
、レーザー散乱法による体積平均粒径で１０ｎｍ以上であることが好ましい。又、本実施
形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物において顔料の好ましい分散粒径は、レーザ
ー散乱法による体積平均粒径で３００ｎｍ以下であることが好ましい。体積平均粒径を１
０ｎｍ以上、３００ｎｍ以下、又は１０ｎｍ以上３００ｎｍ以下にすることで、耐光性を
維持することが可能となることや、分散の安定化が可能となり顔料の沈降やインクジェッ
ト記録装置でインクジェットインクを吐出する際でのヘッド詰まりや吐出曲がりが発生す
る可能性を軽減することが可能となるため、より好ましい活性エネルギー線硬化型インク
組成物とすることができる。
【００６４】
　本実施形態において、顔料を用いる場合、その含有量は適宜調整されれば良い。顔料の
種類によっても異なるが、活性エネルギー線硬化型インク組成物全量における、顔料の含
有量は、分散性と着色力を両立する点から、有機顔料の場合、０．１質量％以上が好まし
く、０．２質量％以上がより好ましい。又、分散性と着色力を両立する点から、有機顔料
の場合、２０．０質量％以下が好ましく、１０．０質量％以下がより好ましい。又、分散
性と着色力を両立する点から、無機顔料の場合、１．０質量％以上が好ましく、５．０質
量％以上がより好ましい。又、無機顔料の場合、４０．０質量％以下が好ましく、２０．
０質量％以下がより好ましい。
【００６５】
　［分散剤］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、必要に応じて分散剤を含有して
も良い。分散剤としては例えば高分子分散剤が挙げられる。この高分子分散剤の主鎖はポ
リエステル系、ポリアクリル系、ポリウレタン系、ポリアミン系、ポリカプロラクトン系
等からなり、高分子分散剤は、側鎖としてアミノ基、カルボキシル基、スルホン基、ヒド
ロキシル基等の極性基やこれらの塩を有するのが好ましい。
【００６６】
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　高分子分散剤としては、ビックケミー社製「ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６８」、「ＤＩＳ
ＰＥＲＢＹＫ－２０１３」、「ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０５５」、「ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ
－２０９６」、「ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２１５２」、「ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２１５５」
、「ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２２００」、「ＢＹＫ－９０７６」、「ＢＹＫ－９０７７」、
「ＢＹＫＪＥＴ－９１４２」、「ＢＹＫＪＥＴ－９１５０」、「ＢＹＫＪＥＴ－９１５１
」、「ＢＹＫＪＥＴ－９１５２」；ビーエーエスエフ社製「Ｄｉｓｐｅｘ　Ｕｌｔｒａ　
ＦＡ　４４２０」、「Ｄｉｓｐｅｘ　Ｕｌｔｒａ　ＦＡ　４４２５」、「Ｅｆｋａ　ＰＸ
　４７０１」、「Ｅｆｋａ　ＰＸ　４７３１」、「Ｅｆｋａ　ＰＸ　４７３２」、「Ｅｆ
ｋａ　ＰＸ　４７３３」；ルーブリゾール社製「ソルスパース（ＳＯＬＳＰＥＲＳＥ）３
０００」、ソルスパース５０００」、「ソルスパース９０００」、「ソルスパース１２０
００」、「ソルスパース１３２４０」、「ソルスパース１３９４０」、「ソルスパース１
７０００」、「ソルスパース２２０００」、「ソルスパース２４０００」、「ソルスパー
ス２６０００」、「ソルスパース２８０００」、「ソルスパース３２０００」、「ソルス
パース３３０００」、「ソルスパース３６０００」、「ソルスパース３９０００」、「ソ
ルスパース４１０００」、「ソルスパース７１０００」；楠本化成社製「ディスパロン　
ＤＡ－３２５」、「ディスパロン　ＤＡ－３７５」、「ディスパロン　ＤＡ－２３４」、
「ディスパロン　ＤＡ－５５０」；味の素ファインテクノ社製「アジスパーＰＢ８２１」
、「アジスパーＰＢ８２２」、「アジスパーＰＢ８２４」、「アジスパーＰＢ８８１」；
共栄社化学社製、「フローレンＧ－７００」、「フローレンＫＤＧ－２４００」、「フロ
ーレンＧＷ－１５００」；エボニックデグサジャパン社製「ＴＥＧＯ　Ｄｉｓｐｅｒｓ６
８５」、「ＴＥＧＯ　Ｄｉｓｐｅｒｓ６９０」等が挙げられる。
【００６７】
　［表面調整剤］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、更に表面調整剤を含有していて
も良い。表面調整剤としては特に限定されないが、具体例としては、ジメチルポリシロキ
サンを有するビックケミー社製「ＢＹＫ－３０７」、「ＢＹＫ－３３３」、「ＢＹＫ－３
５４」、「ＢＹＫ－３６１Ｎ」、「ＢＹＫ－３７７」、「ＢＹＫ－３７８」、「ＢＹＫ－
３４５５」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５００」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５０５」、「ＢＹＫ－ＵＶ３
５１０」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５３５」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５７０」；エボニックデグサジ
ャパン社製「ＴＥＧＯ　Ｆｌｏｗ４２５」、「ＴＥＧＯ　Ｇｌｉｄｅ１００」、「ＴＥＧ
Ｏ　Ｇｌｉｄｅ１１０」、「ＴＥＧＯ　Ｇｌｉｄｅ１３０」、「ＴＥＧＯ　Ｇｌｉｄｅ４
３２」、「ＴＥＧＯ　Ｇｌｉｄｅ４３５」、「ＴＥＧＯ　Ｇｌｉｄｅ４４０」、「ＴＥＧ
Ｏ　Ｇｌｉｄｅ４５０」、「ＴＥＧＯ　ＧｌｉｄｅＺＧ４００」、「ＴＥＧＯ　Ｔｗｉｎ
４０００」、「ＴＥＧＯ　Ｔｗｉｎ４２００」、「ＴＥＧＯ　Ｗｅｔ２７０」、「ＴＥＧ
Ｏ　Ｒａｄ２０１０」、「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２０１０」「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２１００」、
「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２２００Ｎ」、「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２２５０」「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２
３００」、「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２５００」、「ＴＥＧＯ　Ｒａｄ２７００」；共栄社化学
社製「ポリフローＫＬ－４０１」、「ポリフローＫＬ－４０２」、「ポリフローＫＬ－４
０３」、「ポリフローＫＬ－４０４」；アクリルポリマー系では、共栄社化学社製「ポリ
フローＮｏ．７５」、「ポリフローＮｏ．７７」、「ポリフローＮｏ．９０」、「ポリフ
ローＮｏ．９５」、「ポリフローＮｏ．９９Ｃ」；エボニックデグサジャパン社製「ＴＥ
ＧＯ　Ｗｅｔ５００」等が挙げられる。
【００６８】
　表面調整剤の含有量は、インク組成物全量中０．１質量％以上であることが好ましい。
又、表面調整剤の含有量は、インク組成物全量中５．０質量％以下であることが好ましい
。０．１質量％以上、又は、５．０質量％以下とすることで、インク組成物が熱可塑性樹
脂基材等に対し好ましい濡れ性を有することとなり、基材上に記録する（像を形成する）
際に活性エネルギー線硬化型インク組成物がハジキを生じることなく濡れ広がることが可
能となるため、特に好ましい活性エネルギー線硬化型インク組成物とすることができる。
【００６９】
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　［艶消し剤］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、必要に応じて、艶消し剤を含有
しても良い。艶消し剤としては、例えば、シリカ、アルミナ、炭酸カルシウムなどの各種
粉粒体を使用することができる。艶消し剤は、単独で又は２種以上組み合わせて使用して
も良い。
【００７０】
　［その他の添加剤］
　又、本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、その他の添加剤として、可
塑剤、光安定化剤、酸化防止剤等、種々の添加剤を含有していても良い。溶剤は本願の目
的を達成する範囲内で添加することもできる。
【００７１】
　又、本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物の表面張力は、インクジェット
の吐出性、吐出安定性の点から、４０℃での表面張力が２０ｍＮ／ｍ以上であることが好
ましい。又、４０℃での表面張力が４０ｍＮ／ｍ以下であることが好ましい。
【００７２】
　＜積層体の製造方法＞
　本実施形態において積層体の製造は、上記活性エネルギー線硬化型インク組成物を、基
材上へ好ましくはインクジェット方式で印刷した後、活性エネルギー線で硬化することに
よって行われる。又、インクジェット方式で印刷する際にインクジェットヘッドを加熱し
た状態で印刷しても良いし、室温のまま印刷しても良い。
【００７３】
　なお、本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物を使用して基材に画像を形成
することができる。例えば、様々な色合いの色材をそれぞれ含有させた活性エネルギー線
硬化型インク組成物のインクセットを用意し、インクジェット方式により印刷後、インク
組成物を硬化することによって、基材に様々な画像を形成することができる。このような
硬化膜を形成する活性エネルギー線硬化型インク組成物や基材上に画像を形成する像形成
方法も本発明の範囲である。尚、本明細書において「画像」とは、単色又は複数の色から
なる文字、図表、図形、記号、写真等を含む視覚を通じて認識することができる装飾的な
像を意味し、例えば、木目、石目、布目、砂目、幾何学模様、文字などからなる絵柄等も
含まれる。
【００７４】
　［基材］
　基材は特に限定されず、例えば塗工紙、非塗工紙、布帛等の吸収体、非吸収性基材のい
ずれも使用することができる。具体的には、非塗工紙としては、更紙、中質紙、上質紙、
塗工紙としては、コート紙、アート紙、キャスト紙、軽量コート紙、微塗工紙、布帛等の
吸収体としては、綿、化繊織物、絹、麻、布帛、不織布、皮革等を例示でき、非吸収性基
材としては、ポリエステル系樹脂、ポリプロピレン系合成紙、塩化ビニル樹脂、ポリイミ
ド樹脂、金属、金属箔コート紙、ガラス、合成ゴム、天然ゴム等を例示できる。
【００７５】
　［活性エネルギー線による硬化］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物を硬化させた硬化膜（以下、「硬化
膜」と表記することがある。）を形成するための活性エネルギー線は、２００ｎｍ以上に
おける波長域の光が好ましく、２５０ｎｍ以上における波長域の光がより好ましい。硬化
膜を形成するための活性エネルギー線は、４５０ｎｍ以下における波長域の光が好ましく
、４３０ｎｍ以下における波長域の光がより好ましい。光源は、特に限定されるものでは
なく、例えば、高圧水銀ランプ、メタルハライドランプ、低圧水銀ランプ、超高圧水銀ラ
ンプ、紫外線レーザー、太陽光、ＬＥＤランプ等が挙げられる。これらの光源を用い、積
算光量が１００ｍＪ／ｃｍ２以上、好ましくは２００ｍＪ／ｃｍ２以上になるように活性
エネルギー線を照射することにより、インク組成物を瞬時に硬化させることができる。
【００７６】
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　硬化膜の厚さは、１μｍ以上であることが好ましい。又、硬化膜の厚さは、１００μｍ
以下であることが好ましい。１μｍ以上にすることで、色材を含有する硬化膜の色濃度が
薄くなることなく、意匠性や装飾性の低下や密着性、伸長性等の物性が向上するため、よ
り好ましい。１００μｍ以下にすることで、インク組成物に対して活性エネルギー線を照
射した際に、インク組成物をより短時間で充分に硬化することができるようになるため、
より好ましい。
【００７７】
　硬化膜における厚さの測定方法は、作製した硬化膜と同様の塗布条件でＰＥＴフィルム
（東洋紡績社製、Ａ４３００）に本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物を塗
布し、得られた硬化膜の厚さをマイクロメーターにより測定することができる。尚、本明
細書において、硬化膜の厚さとは１サンプルにつき１０箇所行い、これらの平均値を厚さ
（平均厚さとする）。後述の保護層及びプライマーについても同様のものとする。
【００７８】
　［硬化膜］
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物により形成される硬化膜は、前述し
たように色材等を含有していれば加飾層として用いることができる。更に、色材を添加せ
ずに加飾層上に吐出することにより、本硬化膜は、硬化膜を保護するオーバーコート層と
して利用することもできる。更に、基材表面と硬化膜との間に形成することで両者の密着
性を向上させるためのプライマー層としても利用することができる。このような硬化膜を
形成する活性エネルギー線硬化型インク組成物も本発明の範囲である。
【００７９】
　本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、本実施形態の活性エネルギー線
硬化型インク組成物により形成される硬化膜のみで加飾層、オーバーコート層又はプライ
マー層をそれぞれ単独で形成することもできるし、又はこれらの層を複数組み合わせて形
成することもできる。例えば本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物に色材等
を加え加飾層を形成し、その加飾層上に色材等を加えていない本実施形態の活性エネルギ
ー線硬化型インク組成物を吐出することでオーバーコート層を形成することもできる。又
、本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物により形成される硬化膜を、従来公
知のインク組成物により形成される加飾層、オーバーコート層又はプライマー層と組み合
わせて使用することもできる。例えば本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物
を加飾層として利用した場合に、その加飾層上に従来公知のオーバーコート組成物を用い
てオーバーコート層を形成することもできる。
【００８０】
　基材にオーバーコート層やプライマー層を形成する場合、これらの層を形成する方法と
してはどのような方法であっても良く、例えば、スプレー塗布、タオル、スポンジ、不織
布、ティッシュ等を用いた塗布、ディスペンサー、刷毛塗り、グラビア印刷、フレキソ印
刷、シルクスクリーン印刷、インクジェット、熱転写方式等のいずれであっても良い。尚
、色材等を加えていない本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物を吐出するこ
とでオーバーコート層を形成する場合には、インクジェットによってこれらの層を形成す
ることが好ましい。
【００８１】
　［オーバーコート層］
　積層体の耐久性をより向上させることを目的に、本実施形態のインク組成物における硬
化膜の表面に、従来公知のオーバーコート剤からなるオーバーコート層又は本実施形態の
インク組成物をオーバーコート剤として用いて形成されるオーバーコート層が更に形成さ
れていても良い。なお、オーバーコート層は、インク組成物の硬化膜からなる層の表面に
形成される場合に限らず、基材の表面に直接形成されていても良いし、基材の表面に形成
された、後述するプライマー層の表面に形成されていても良い。
【００８２】
　オーバーコート剤としては、本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物を好ま
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しく用いることができる。本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物を用いるこ
とで、優れた硬化性と延伸性とを実現することができる。更に、例えば本実施形態の活性
エネルギー線硬化型インク組成物を用いた硬化膜に本実施形態の活性エネルギー線硬化型
インク組成物を用いたオーバーコート剤によりオーバーコート層を形成した場合には、当
該硬化膜と当該オーバーコート層は同様の組成であるため、これらの密着性は極めて高い
。そのため、本実施形態の活性エネルギー線硬化型インク組成物における硬化膜用のオー
バーコート剤として本発明の活性エネルギー線硬化型インク組成物を用いることが特に好
ましい。
【００８３】
　オーバーコート層の厚さは、１μｍ以上であることが好ましい。１μｍ以上とすること
で、硬化膜を適切に保護することができるため好ましい。又、オーバーコート層の厚さは
、１００μｍ以下であることが好ましい。１００μｍ以下とすることで、オーバーコート
層を形成するために乾燥時間が短縮され、生産性に優れたものとすることができるため好
ましい。
【００８４】
　又、オーバーコート層を形成する際にインク組成物の吐出量やインク組成物を吐出して
から活性エネルギー線照射までにおける時間等の条件を調節することで、オーバーコート
層に意匠性を付与することもできる。例えば、表面を艶消し調やグロス調にすることや、
表面の膜厚をあえて不均一にすることで凹凸が付けられた立体的で意匠性の高いオーバー
コート層を形成することもできる。具体的には、インク組成物を吐出後、所定時間経過後
に活性エネルギー線を照射することで表面をグロス調にすることができ、又吐出後、速や
かに活性エネルギー線を照射することで表面を艶消し調とすることができる。又１回の吐
出量を吐出箇所によって増減させることで凹凸を付与することもできるし、又同一箇所で
インク組成物の吐出と活性エネルギー線の照射とを繰り返すことで他箇所との凹凸差を付
与することもできる。このような硬化膜を形成する活性エネルギー線硬化型インク組成物
や凹凸像を形成する像形成方法も本発明の範囲である。なお、そのようなオーバーコート
層は条件調整が容易である点からインクジェット方式で形成することが望ましい。凹凸像
とは、必ずしも視覚を通じて認識されるものには限定されず、例えば無色の硬化膜であっ
ても単色又は複数の色を有する硬化膜であっても、凹凸を有する形状であれば含まれる。
【実施例】
【００８５】
　以下、実施例により、本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの記載に何ら制
限を受けるものではない。
【００８６】
　＜インク組成物の調製（実施例１～３、比較例１～３、参考例）＞
　実施例、比較例、及び参考例における、インク組成物全量中におけるインク組成物の活
性エネルギー線重合性モノマー、非反応性樹脂、重合禁止剤、重合開始剤、界面活性剤、
顔料分散液の質量部を表１に示す。
【００８７】
　〔インク組成物の調製〕
　各材料を表１に示す割合になるように混合し、室温（２０～２５℃）にて１時間撹拌し
た。その後、溶け残りがないことを確認した。その後、メンブレンフィルターを用いて濾
過を行い、実施例、比較例、及び参考例の活性エネルギー線硬化型インク組成物を調製し
た。
【００８８】
　表１中、「イソボルニルアクリレート」は、大阪有機化学工業社製のＩＢＸＡ（イソボ
ルニルアクリレート）を用いた。表１中、「フェノキシエチルアクリレート」は、サート
マー社製のＳＲ３３９Ａを用いた。表１中、「Ｎ－ビニルカプロラクタム」は、ＡＳＨＬ
ＡＮＤ社製のＶ－ＣＡＰ／ＲＣ（Ｍ）を用いた。表１中、「脂肪族ウレタンアクリレート
」は、サートマー社製のＣＮ９９６を用いた。
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【００８９】
　表１中、「ＣＡＢ５５１－０．０１」とは、イーストマン　ケミカル　ジャパン社製の
ＣＡＢ５５１－０．０１（セルロースアセテートブチレート樹脂）である。表１中、「Ｄ
ｅｇａｌａｎ６６／０２Ｎ」とは、ＥＶＯＮＩＫ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ社製のＤｅｇａ
ｌａｎ６６／０２Ｎ（アクリル樹脂）である。表１中、「ＴＥＧＯ　ＶａｒｉＰｌｕｓ　
ＳＫ」とは、エボニックデグサジャパン社製のＴＥＧＯ　ＶａｒｉＰｌｕｓ　ＳＫ（ポリ
オール樹脂）である。表１中、「ＣＡＢ５５１－０．０１」とは、イーストマン　ケミカ
ル　ジャパン社製のＣＡＢ５５１－０．０１（セルロースアセテートブチレート樹脂）で
ある。表１中、「ダイヤナール　ＢＲ１１３」とは、三菱レイヨン社製のダイヤナール　
ＢＲ１１３（アクリル樹脂）である。表１中、「Ｄｅｇａｌａｎ６４／１２Ｎ」とは、Ｅ
ＶＯＮＩＫ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ社製のＤｅｇａｌａｎ６４／１２Ｎ（アクリル樹脂）
である。表１中、「ＴＥＧＯ　ＡｄｄＢｏｎｄ　ＬＴＨ」とは、エボニックデグサジャパ
ン社製のＴＥＧＯ　ＡｄｄＢｏｎｄ　ＬＴＨ（変性特殊ポリエステル）である。
【００９０】
　　表１中、「Ｇｅｎｏｒａｄ２２」とは、Ｒａｈｎ社製のＧｅｎｏｒａｄ２２（Ｎーニ
トロソ－Ｎ－フェニルヒドロキシルアミンアルミニウム塩溶液（有効成分約０．００５％
））であって重合禁止剤である。表１中、「アンテージＴＤＰ」とは、川口化学工業社製
のアンテージＴＤＰ（フェノチアジン）であって重合禁止剤である。
【００９１】
　表１中、「ＤＡＩＤＯ　ＵＶ－ＣＵＲＥ　ＡＰＯ」とは、大同化成工業社製のＤＡＩＤ
Ｏ　ＵＶ－ＣＵＲＥ　ＡＰＯ（２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォス
フィンオキサイド）であって重合開始剤である。表１中、「ＤＥＴＸ」とは、三菱商事ケ
ミカル社製、ＤＯＵＢＬＥＣＵＲＥ　ＤＥＴＸ（２，４－ジエチルチオキサンテン－９－
オン）であって重合開始剤を意味する。表１中、「Ｓｐｅｅｄｃｕｒｅ　ＢＭＳ」とは、
Ｌａｍｂｓｏｎ社製のＳｐｅｅｄｃｕｒｅ　ＢＭＳ（４－ベンゾイル　４’－メチルジフ
ェニル　スルフィド）であって重合開始剤である。
 
【００９２】
　表１中、「ＢＹＫＵＶ３５７０」とは、ビックケミー・ジャパン社製のＢＹＫＵＶ３５
７０（ポリエステル変性ポリジメチルシロキサン溶液（有効成分７０％））であって界面
活性剤である。
【００９３】
　表１中、「シアンミルベース」は、東洋インキ製造社製の顔料「リオノールブルーＦＧ
－７４００」と、ビックケミー・ジャパン社製の分散剤「ＢＹＫＪＥＴ－９１５０」（有
効成分７０％）とを、Ｄ（分散有効成分重量分）／Ｐ（顔料重量分）＝０．４　の比率と
し、更に、大阪有機化学工業社製のＩＢＸＡにて、ミルベース中の顔料分を１２重量％と
なるように混合して製造した顔料分散液である。
【００９４】
　＜初期粘度（Ｖａ）測定試験＞
　実施例、比較例、及び参考例の活性エネルギー線硬化型インク組成物について後述する
保管試験前の粘度（初期粘度）（Ｖａ）を測定した。具体的には、ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ
　１２０５８－１に基づいて、落球粘度計を用いて４０℃で粘度を測定した。測定結果を
表１に示す（表１中「初期粘度（Ｖａ）」と表記）。
【００９５】
　＜６０℃２８日保管後粘度（Ｖｂ）測定試験＞
　実施例、比較例、及び参考例の活性エネルギー線硬化型インク組成物について保管試験
を行い、保管試験後の粘度（Ｖｂ）を測定した。具体的には、実施例、比較例、及び参考
例の活性エネルギー線硬化型インク組成物について、およそ２５ｍｌを容量３０ｍｌの褐
色ガラスびんへ入れ密栓した試料を、温度を６０℃、保管期間を２８日とし、保管試験を
行った。そして、保管試験後の実施例、比較例、及び参考例の活性エネルギー線硬化型イ
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ンク組成物について、上記の初期粘度（Ｖａ）測定試験と同様の方法で粘度を測定した。
測定結果を表１に示す（表１中「６０℃２８日保管後粘度（Ｖｂ）」と表記）。尚、表１
中において、活性エネルギー線硬化型インク組成物がゲル化してしまい、粘度が測定でき
なかった活性エネルギー線硬化型インク組成物については、「ゲル化」と記載した。
【００９６】
　［評価基準］
　初期粘度（Ｖａ）及び６０℃２８日保管後粘度（Ｖｂ）から、（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×
１００（単位は％）を計算し、表１中「保存安定性評価」に、（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×１
００が１０％以上若しくは－１０％以下の活性エネルギー線硬化型インク組成物、又は保
管試験後にゲル化した活性エネルギー線硬化型インク組成物、については「ＮＧ」と記載
し、（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×１００が－１０％超１０％未満及び保管試験後にゲル化しな
かった活性エネルギー線硬化型インク組成物については「ＧＯＯＤ」と記載した。
【００９７】
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【表１】

【００９８】
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　表１より酸価が３．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の非反応性樹脂を含有する実施例１～３の活
性エネルギー線硬化型インク組成物は、酸価が３．０ｍｇＫＯＨ／ｇを超える非反応性樹
脂を含有する比較例１～３の活性エネルギー線硬化型インク組成物に比べ、粘度安定性の
高い活性エネルギー線硬化型インク組成物であることが分かる。
【００９９】
　一方、酸価が３．５ｍｇＫＯＨ／ｇの非反応性樹脂を含有する比較例１の活性エネルギ
ー線硬化型インク組成物は、保管試験前における活性エネルギー線硬化型インク組成物の
４０℃における粘度Ｖａと保管試験後における活性エネルギー線硬化型インク組成物の４
０℃における粘度Ｖｂの比である（Ｖｂ－Ｖａ）／Ｖａ×１００（単位は％）が１０％を
大幅に超えており、粘度安定性の低い活性エネルギー線硬化型インク組成物であることが
確認された。
【０１００】
　又、比較例２及び比較例３の活性エネルギー線硬化型インク組成物は、保管試験後に活
性エネルギー線硬化型インク組成物がゲル化してしまい、同様に粘度安定性の低い活性エ
ネルギー線硬化型インク組成物であることが確認された。
【０１０１】
　尚、参考例の非反応性樹脂自体を含有していない活性エネルギー線硬化型インク組成物
は、実施例１～３の活性エネルギー線硬化型インク組成物と同様に粘度安定性の低い活性
エネルギー線硬化型インク組成物ではある。しかしながら、初期粘度（Ｖａ）自体が実施
例１～３の活性エネルギー線硬化型インク組成物と比べて低い。すなわち、実施例１～３
の活性エネルギー線硬化型インク組成物が、非反応性樹脂を含有することにより、印刷装
置やその装置の仕様（例えば、印刷装置のノズル等）に応じて最適となるように粘度の厳
密に調整が可能であることが確認された。
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